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PRESS RELEASE(1/2) 

「コマニーSDGs宣言」を表明 
～国連が提唱する「持続可能な開発目標」に賛同し、 
持続可能な社会の実現に向けて事業活動を展開～ 

 快適空間・機能空間を創造するパーティションのリーディングカンパニーであるコマニー株式会社（本
社：石川県小松市、社長：塚本幹雄、以下コマニー）は４月２日、貧困のない平和な世の中をつくること
を目標にした持続可能な開発目標（SDGｓ）に賛同し、「コマニーSDGｓ宣言」を表明いたしました。 

2018年4月2日 
コマニー株式会社 

 （東証二部 コード：7945） 

 コマニーでは「企業は世の中の幸福に貢献するために存在すべきである」という当社の信念のもと、
幸福にすべき相手を「お客様、お取引先様、従業員、地球環境、地域社会、株主様」と定めています。
当社の経営理念である「全従業員の物心両面の幸福を追求すると同時に、人類、社会の進歩発展に
貢献する」 をベースに企業を社会の公器ととらえ、事業活動を通した社会貢献に重きを置き、企業のあ
り方を追求し、活動し続けてきました。 
 今回、「コマニーＳＤＧｓ宣言」を皆様に表明することにより、これまでの世のため、人のためになる製品
開発や社会貢献の活動をさらに加速させ、持続可能な社会の実現を目指していきます。 
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2018年4月2日 
コマニー株式会社 

 （東証二部 コード：7945） 

＜参考資料＞ 

■コマニー株式会社について： 
コマニーは「お客様のそばには常に当社の商品があり、誰もが心地よく感じるような空間を提供していく」パー
ティションのリーディングカンパニーです。 オフィスビル、工場、教育、医療、福祉、商業、公共施設などあらゆ
る空間で、機能性やデザイン性を追求した空間・間仕切製品のご提供を日本をはじめ、中国や東南アジアな
どグローバルに展開しています。 

コマニー株式会社については、こちらからもご確認いただけます。 

https://www.comany.co.jp facebook.com/comany.co.jp 

■本件に関するお問合せ先： 
〒923-8502 小松市工業団地1-93 TEL0761-21-1201 FAX0761-24-1901 
コマニー株式会社 経営企画部 
【担当】北村（きたむら）メール：n-kitamura@po.comany.co.jp 

＜報道関係者各位＞ 

■当社のSDGs具体的な取り組み例 
これまでもSDGsに関連する取り組みを実施してきましたが、これからもSDGsの実現に向け、事業活動を実施し
てまいります。 

■SDGs（エス・ディー・ジーズ）とは 
2015年9月、「国連持続可能な開発サミット」がニューヨー
ク国連本部にて開かれ、国連加盟国によって採択された
持続可能な開発目標のことです。貧困に終止符を打ち、
地球を保護し、全ての人が平和と豊かさを享受できるよう
にすることを目指し、17の目標と169のターゲットで構成さ
れています。 

SDGs 現在 今後の施策 

お
客
様 

間仕切商品の発売 
・高耐震間仕切Synchron 
・避難安全検証法対応ドア『FCD』 
・耐火ファクトリーブース『まもっ太郎』 

・市場（オフィス、工場、病院、福祉、学校、 
 公共）別にそれぞれの課題解決ができる 
 空間の開発と提供 

お
取
引
先
様 

・お取引先様への満足度調査の実施 ・クリーンなサプライチェーン構築 
・共存共栄で築くお取引先様との 
 パートナーシップ 

地
球
環
境 

・環境保全委員会による目標設定と実践 
・廃棄物処理の低減活動 
・分別の徹底によるリサイクル率向上 
・照明LED化や４００ｋWの太陽光発電設置 

・材料の実寸法製作による廃棄物低減 
・物流効率化によるCO2排出低減 
・エコカー促進によるCO2排出低減 
・更なる再生可能エネルギーの促進 

従
業
員 

・育児休暇、時短制度などの育児対応 
・介護に対する各制度 
・一切区別のない人事評価制度 

・働き方改革による生産性向上 
・健康経営の推進 
・タイバーシティーな雇用と制度充実 

社
会
貢
献 

・被災地ボランティア活動 
・平和を考えるピースフレイムムーブメント 
・カンボジア井戸、図書館支援 
・各種募金 

・災害時初動教育と全社的即時対応体制 
・小松地域の地方創生活動への積極参加 
・貧困地域の雇用創出による継続型支援 


